
新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う 

診療報酬上の臨時的な取扱いについて 

 

厚労省より、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱い」を、

５月８日以降、下記のとおり見直す旨の通知が発出されましたので、一部整理してお知

らせします。詳細は通知本文（https://www.kyoto.med.or.jp/info/files/2023hoken_4.pdf）

をご確認ください（通知本文と下記内容の番号等は一致していません）。  

なお、現時点の診療報酬上の臨時的取り扱いをまとめた資料を府医ホームページ「新

型コロナウイルス関連特設サイト」（https://www.kyoto.med.or.jp/covid19/）に掲載して

いますのであわせてご参照ください。 

 

１．外来における公費の取扱いについて 

新型コロナウイルス感染症治療薬の薬剤費のみ公費の対象（患者自己負担なし）になる。 

（１）対象薬剤 

①経口薬：ラゲブリオ、パキロビッド、ゾコーバ、②点滴薬：ベクルリー、 

③中和抗体薬：ゼビュディ、ロナプリーブ、エバシェルド 

（２）公費負担者番号：２８２６０８００ 公費受給者番号：９９９９９９６ 

※令和５年９月末までの措置 

※コロナ治療薬に係る処方料、処方箋料等は公費対象外 

※上記以外の薬剤（例：カロナールなど）は公費対象外。また、コロナに係る検査の

公費、コロナ陽性患者への診察料（電話診療含む）等に係る自宅療養の公費は廃止 

※小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料、在宅時医学総合管理料、施設入居時等

医学総合管理料または在宅がん医療総合診療料を算定する患者についても、別に薬

剤費は算定可（公費対象） 

 

＜参考：入院に係る公費の取扱いについて＞ 

新型コロナウイルス感染症の患者が当該感染症に係る治療のために入院した場合の医

療費（窓口負担割合１～３割）の負担につき、高額療養費制度の自己負担限度額から原則

２万円を減額した額を自己負担の上限とする。高額療養費制度の自己負担限度額が２万円

に満たない場合にはその額を減額する。 

公費負担者番号：28260701 公費受給者番号：9999996 

令和５年９月末までの措置 

※詳細は京都医報４月 15 日号保険だよりをご参照ください 

 



２．診療報酬上の臨時的取扱いについて 

外来診療に係る特例 

（１）院内トリアージ実施料（300 点）の見直し 

①受入患者を限定しない外来対応医療機関（要公表） 

新型コロナウイルス感染症患者又は疑い患者に対し、必要な感染予防策を講じて診

療を行った場合には、院内トリアージ実施料（特例）300 点を算定できる。 

※令和５年８月末までの間に受入患者を限定しない形に移行する医療機関も算定可。

ただし、算定開始時点で、受入患者を限定しない形での受け入れを開始する時期

（例：令和５年○月から）を示した文書を院内に掲示すること。 

 

②上記①以外の医療機関 

新型コロナウイルス感染症患者又は疑い患者に対し、必要な感染予防策を講じて診

療を行った場合には、特定疾患療養管理料（100 床未満の病院）(特例)147 点を算

定できる。 

 

③地域包括診療料、認知症地域包括診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療

料等、初再診料が包括されている医学管理料を算定している患者であっても、上記

①または②の点数は算定できる。 

 

＜参考：「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う医療提供体

制の移行及び公費支援の具体的内容について（令和５年３月 17 日（令和５年４月 11

日最終改正）厚労省事務連絡）」に関するＱ＆A＞ 

（問）かかりつけの患者に限定しているか否かはどのように把握するのか。また、小児

科が「大人の診療を行わない」のは患者を限定していることになるのか。 

（答）かかりつけの患者に限定しているか否かについてはこれまでも公表を行う内容と

して含まれており、これまでの診療・検査医療機関における対応と同様に対応いた

だくことを想定しています。また、小児科が「大人の診療を行わない」のは患者を

限定していることにはなりません。 

 

（２）療養指導に係る特例について（救急医療管理加算１（950 点）の見直し） 

入院中の患者以外の新型コロナウイルス感染症患者に対し、新型コロナウイルス感

染症に係る診療（往診、訪問診療及び電話や情報通信機器を用いた診療を除く）にお

いて、家庭内の感染防止策や、重症化した場合の対応等の療養上の指導を実施した場



合に特定疾患療養管理料（100 床未満・療養指導）(特例)147 点を発症日（無症状病

原体保有者の場合は検体採取日）から起算して７日以内に限り算定できる。なお、指

導内容の要点をカルテに記載すること。 

※上記（１）①または②と併算定は可能 

 

電話や情報通信機器を用いた診療等に係る特例 

（１）電話や情報通信機器を用いた診療等に係る特例の期限について 

電話や情報通信機器を用いた診療等に係る特例については、以下の（２）及び（３）

のとおりであり、当該特例は令和５年７月 31 日をもって終了する。 

※令和５年８月以降も継続して行う場合は、電話ではなく「情報通信機器を用いた診

療」（オンライン診療）の施設基準の届出が必要。情報通信機器を用いた診療に係

る点数を算定 

 

（２）初診料等に係る特例について 

①初診からの電話等を用いた診療により診断や処方を行う場合は、214 点を算定できる。

また、医薬品の処方を行い、又はファクシミリ等で処方箋情報を送付する場合は、調

剤料、処方料、処方箋料、調剤技術基本料又は薬剤料を算定することができる。 

 

②慢性疾患等を有する定期受診患者等に対し、電話等を用いた再診により診断や処方

を行った場合には、電話等再診料（73 点）又は外来診療料（74 点）を算定できる。

また、医薬品の処方を行い、又はファクシミリ等で処方箋情報を送付する場合は、

調剤料、処方料、処方箋料、調剤技術基本料又は薬剤料を算定することができる。 

本取扱いにより外来診療料を算定する場合には、レセプトの摘要欄に電話等による

旨及び当該診療日を記載すること。また、カルテへの記載については、電話等再診

料の規定に基づいて対応すること。 

※８月以降、電話再診による処方は認められない。ただし、診療報酬点数表に規定さ

れている患者からの求めに応じて対応する電話再診（処方を伴わない）は、従前ど

おり可能（情報通信機器を用いた診療の届出も不要） 

 

③上記①②を算定する場合の注加算について、初診については、注６から注９までに

規定する加算（乳幼児加算、時間外加算等）、再診については、注４から注７まで

に規定する加算（乳幼児加算、時間外加算等）、注 11 に規定する加算（明細書発行

体制等加算）、外来診療料については、注７から注９までに規定する加算（乳幼児



加算、時間外加算等）について、それぞれの要件を満たせば算定できる。 

 

（３）その他加算の取扱い等について（電話等による特定疾患療養管理料、通院・在宅

精神療法等） 

慢性疾患又は精神疾患を有する定期受診患者に対して、電話等を用いた診療及び処

方を行う場合、電話等を用いた診療を行う以前より、対面診療において診療計画等に

基づき療養上の管理を行い、「情報通信機器を用いた場合」が注に規定されている管

理料等に基づく管理を行う場合は、慢性疾患等の診療（特例）147 点を月１回に限り

算定できる。また、対面診療において精神科を担当する医師が一定の治療計画のもと

に精神療法を継続的に行い、通院・在宅精神療法を算定していた患者に対して、電話

等の診療においても、当該計画に基づく精神療法を行う場合は、精神疾患の精神療法

診療（特例）147 点を月１回に限り算定できる。 

 

在宅医療に係る特例 

（１）往診等を実施した場合における特例について 

①新型コロナウイルス感染症患者及び疑い患者に対して、往診等を実施する場合であ

って、必要な感染予防策を講じた上で当該患者の診療を行った場合に、院内トリア

ージ実施料（特例）300 点を算定できる。 

 

②新型コロナウイルス感染症患者に対して、当該患者又はその看護に当たっている者

から新型コロナウイルス感染症に関連した訴えについて往診を緊急に求められ、速

やかに往診しなければならないと判断し往診を実施した場合、あるいは、在宅にて

療養を行う新型コロナウイルス感染症患者であって、新型コロナウイルス感染症に

関連した継続的な診療の必要性を認め訪問診療を実施した場合において、救急医療

管理加算１（緊急の往診等）（特例）950 点を算定できる。 

※介護医療院、介護老人保健施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人福祉施設

に入所する新型コロナ感染症患者に対して往診した場合は救急医療管理加算１（施

設内療養・緊急の往診等）（特例）2850 点が算定可 

 

③上記②の場合であって、緊急往診加算（325 点、650 点、750 点、850 点）の算定

要件を満たしていれば、併算定して差し支えない。 

※標榜時間内に緊急に往診した場合の加算 

 

 



④同一の患家等で２人以上の新型コロナウイルス感染症患者を診察した場合の救急

医療管理加算１（緊急の往診等）（特例）950 点の算定については、２人目以降の

新型コロナウイルス感染症患者について、往診料を算定しない場合においても算定

できる。 

 

新型コロナウイルスの検査に係る特例 

検査の費用が包括されている小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料、地域包括診

療料、認知症地域包括診療料、生活習慣病管理料、手術前医学管理料又は在宅がん医療

総合診療料を算定する患者に対し、SARS-CoV-2 核酸検出、SARS-CoV-2 抗原検出、

SARS-CoV-2・インフルエンザウイルス抗原同時検出等を実施した場合にあっても、別

に検査の費用および判断料が算定できる。ただし、レセプトに検査を実施した日時と実

施理由を記載すること。 

 ※上記１のとおり、５月８日以降、コロナ検査に係る公費は廃止 

 

入院調整に係る特例 

新型コロナウイルス感染症患者について、入院調整を行った上で、入院先の医療機関

に対し診療情報を示す文書を添えて患者の紹介を行い、診療情報提供料（Ⅰ）を算定す

る場合、救急医療管理加算１（入院調整）（特例）950 点を算定できる。なお、入院中

の新型コロナウイルス感染症患者に対しても同様の取扱いが可能である。 

小児科外来診療料等の診療情報提供料（Ⅰ）に係る費用が当該管理料等に含まれる場

合においても、上記と同様に患者の紹介を実施した場合は救急医療管理加算１（入院調

整）（特例）950 点を算定できる。 

※当該医療機関が入院調整を行わず、各都道府県・保健所設置市・特別区、医療関係

団体、他医療機関、あるいは外部業者等が入院調整を実施した場合は、算定できない。 


